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貨物利用運送事業の貨物利用運送事業の概要概要

貨物利用運送事業とは

(配達)

発空港

(集荷)

貨物運送事業に係る法体系

荷受人

貨物利用運送事業とは、実運送事業者（自ら運送を行う者）
の行う運送を利用して貨物を運送する事業

鉄道事業法鉄道

航空法航空機

海上運送法

内航海運業法

船舶
貨物利用運送

事業法

貨物自動車運
送事業法

トラック

利用運送実運送輸送モード

着空港荷主

(幹線輸送)

幹線輸送機関
として航空機以
外に船舶、鉄
道がある。

実運送は輸送モードごとに法律、利用運送はモード
をまとめて一つの法律

一貫運送サービス・一貫運送責任
貨物利用運送事業者が、荷主に対し、集荷・幹線輸送・
配達までの一貫運送責任を負って、戸口から戸口まで
の運送サービスを提供

運賃利用運賃

運送契約(請負) 運送契約(請負)

(荷主に対する

運送責任)
(利用運送事業者に

対する運送責任)

（利用運送の概念）

荷主 貨物利用運送

事業者

実運送

事業者
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貨物利用運送事業者が法令上遵守すべき事項貨物利用運送事業者が法令上遵守すべき事項

貨物利用運送事業者が、他の貨物利用運送事業者又は実運送事業者に運送業務を委託してこれを行わせるに際しては、

貨物利用運送事業法関係法令により、下記各事項を遵守することが求められる。

（目的）
第一条 この法律は、貨物利用運送事業の運営を適正かつ合理的なものとすることにより、貨物利用運送事業の健全な発達を図るとともに、貨物
の流通の分野における利用者の需要の高度化及び多様化に対応した貨物の運送サービスの円滑な提供を確保し、もって利用者の利益の保護

及びその利便の増進に寄与することを目的とする。

●貨物利用運送事業法（平成元年法律第八十二号）：法目的●貨物利用運送事業法（平成元年法律第八十二号）：法目的

●貨物利用運送事業法施行規則（平成二年運輸省令第二十号）●貨物利用運送事業法施行規則（平成二年運輸省令第二十号）

（貨物利用運送事業の適正な運営の確保等）
第二条 貨物利用運送事業者（貨物利用運送事業を経営する者をいう。以下同じ。）は、確実かつ適切に事業を遂行しなければならない。
２ 貨物利用運送事業者は、実運送事業者の行う事業及び貨物利用運送事業に関連する貨物の流通に関するその他の事業の正常な運営を阻
害しないよう配慮しなければならない。

３ 貨物利用運送事業者は、荷主又は公衆に対して、公平かつ懇切な取扱いをしなければならない。
（危険品等の運送の取扱い）
第三条 貨物利用運送事業者は、火薬類その他の危険品、不潔な物品等他の貨物に損害を及ぼすおそれのある貨物の運送を取り扱うときは、他
の貨物に損害を及ぼすことのないように注意してしなければならない。

（附帯業務に係る輸送の安全確保）
第十七条 法第十八条第二項 （法第三十四条第一項 において準用する場合を含む。）の国土交通省令で定める輸送の安全を確保するために必
要な措置は、次のとおりとする。
一 貨物の荷造り、保管又は仕分け（以下「貨物の荷造り等」という。）の際における荷崩れを防止するための措置
二 貨物の荷造り等の際における貨物の取扱いに関する従業員に対する適切な指導及び関係事業者に対する周知又は指導
三 危険物その他の取扱いに注意を要する貨物について貨物の荷造り等を行う際における当該貨物の性質に応じた適切な取扱い

なお、「荷主の利便を害している事実がある場合その他事業の適正な運営が著しく阻害されていると認められた場合」は、事業の運営を改善する
ために必要な措置を執ることを命ずることができる。＜法第２８条第５号＞
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貨物利用運送事業者の関与のあり方（今般の事案を受けての改善方策）貨物利用運送事業者の関与のあり方（今般の事案を受けての改善方策）

荷主に対する一元的な運送責任を負う貨物利用運送事業者が、適切かつ確実に業務を遂行するためには、「適切
な能力を有する事業者」（①輸送物の所在確認方法等の紛失防止対策が適切であって、②放射線障害防止法関係法
令の遵守が徹底されている事業者）を選択して運送を委託するとともに、自らも紛失防止対策や法令順守の徹底を
積極的に講じていくことが重要ではないか。

＋

①紛失防止対策①紛失防止対策 ②法令順守の徹底②法令順守の徹底

◆今後の改善方策◆

貨物利用運送事業者が利用運送の委託先を選定す
る際には、当該実運送事業者が放射性同位元素を運
搬するに際してどのような紛失防止対策を講じてい
るかを把握することが重要ではないか。

◆今後の改善方策◆

実運送事業者が放射線防止法関係法令の諸規定を適切に理
解しているかについて、「チェックリスト」により適合性判
定を行うこととし、貨物利用運送事業者は、利用運送の委託
先を選定する際には、当該チェックリストを活用して、当該
事業者の法令順守状況を確認することが効果的ではないか。

また、荷送人として運送委託契約を締結する際には、放射
性輸送物を運搬する上で特別な法令（放射性同位元素等車両
運搬規則）が適用されることを運送事業者に明確に伝えると
ともに、貨物の表面に放射性輸送物である旨の記載されてい
ることを確認することが効果的ではないか。

③緊急時の取り組み③緊急時の取り組み

また、上記①及び②のほか、輸送中の紛失発生等万が一の緊急時には、当省への報告を速やかに行うとともに、周囲への

注意喚起や所在不明輸送物の発見への協力要請として、インターネットやマスメディアを活用した広報に努めることが重要。


